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１．事業の概要
P 1

■ 事業箇所

 ：浸水想定区域



１．事業の概要
P 2

■ 海岸保全施設の整備箇所
工 種 整備計画

排水機場 ２基

水門 ３基

樋門・樋管 ４基

陸閘 18基

護岸 L=7,201ｍ

胸壁 L=1,805ｍ

事業費 １０１億円整備延長 L=約9.2km

防潮ライン

吾吾妻妻水水門門

地区境

吾吾妻妻排排水水機機場場 １１基基

陸陸閘閘嵩嵩上上げげ 712基基

新新宿宿水水門門嵩嵩上上げげ地蔵川水門嵩上げ 吾吾妻妻樋樋門門嵩嵩上上げげ

小小浜浜樋樋門門嵩嵩上上げげ

中中里里樋樋管管嵩嵩上上げげ

中中里里樋樋門門嵩嵩上上げげ

地蔵川排水機場 １基

計画天端高：AP+4.6m

（ポンプ １基追加）－ ：整備対象箇所

事業期間：平成１０年度～令和１５年度

陸閘６基



１．事業の概要
P 3

・海岸保全施設は、津波対策と高潮対策の必要高のうち、高いほうを
防護水準として整備する。

木更津港海岸木更津地区では、

高潮対策の必要高 ＞ 津波対策の必要高
A.P.+4.6ｍ（T.P.+3.5ｍ） A.P.+3.7ｍ（T.P.+2.6ｍ）

⇒ 耐震性を確保しつつ、高潮必要高A.P.+4.6ｍ を整備

現況天端高【A.P.+3.7ｍ～A.P.+4.1ｍ】
 （T.P.+2.6ｍ ～T.P.+3.0ｍ)

高潮対策の必要高 【A.P.+4.6ｍ (T.P.+3.5ｍ)】

津波対策の必要高【A.P.+3.7ｍ (T.P.+2.6ｍ)】

防護水準（計画天端高）

※ A.P.・・・荒川改修工事に使用された基準面。 A.P. 0.0ｍ=T.P.－1.134ｍ

■  計画天端高の設定

計画高潮位【A.P.+4.1ｍ (T.P.+3.0ｍ)】 余裕高0.5ｍ



２．事業の進捗状況
P 4

■ 海岸保全施設の整備の進め方
工種 整備計画

排水機場 ２基

水門 ３基

樋門・樋管 ４基

陸閘 18基

護岸 L=7,201ｍ

胸壁 L=1,805ｍ

事業費 101億円

進捗率 25.3％（令和元年度 24.7％）

計画天端高：AP+4.6m

整備延長 L=約9.2kｍ

吾吾妻妻水水門門

地区境

吾吾妻妻排排水水機機場場 １１基基

ポ
（ポンプ１基追加）

胸壁 L=350m

胸壁嵩上げ
L=420m

陸陸閘閘嵩嵩上上げげ 77 基基

新新宿宿水水門門嵩嵩上上げげ

地地蔵蔵川川水水門門嵩嵩上上げげ

吾吾妻妻樋樋門門嵩嵩上上げげ

小小浜浜樋樋門門嵩嵩上上げげ

中中里里樋樋管管嵩嵩上上げげ

中中里里樋樋門門嵩嵩上上げげ
地地蔵蔵川川排排水水機機場場 １１基基

事業期間：平成１０年度～令和１５年度

陸閘6基

優先整備箇所(AP+4.1mまで未整備)
整備箇所(AP+4.1mまで整備済)
整備済(AP+4.6mまで整備済)

凡例

優先整備箇所 → 整備箇所の順に整備を進める。

護岸
L=281.1m

陸閘1基

護岸
L=630.5m

胸壁嵩上げ
L=420m



２．事業の進捗状況
P 5

■事業箇所

■ 現況と計画 （優先整備箇所：AP+4.1mまで未整備）

計画天端高  A.P.+4.6m

現況天端高 A.P.+3.7m

計画高潮位AP+4.1mに満たない箇所を
優先的に整備を進める。



２．事業の進捗状況
P 6

計画天端高  A.P.+4.6m

現況天端高  A.P.+4.1m

■事業箇所

■ 現況と計画 （整備箇所：AP+4.1mまで整備済）

優先整備箇所の整備が完了後、
計画高潮位AP+4.1mまで一次整備済み箇所の
整備を進める。



３．社会経済情勢等の変化
P 7

撮影箇所図

①

②

地蔵川排水機場

地蔵川水門

浸水区域

吾妻排水機場

①被災状況

新宿水門

吾妻水門

②被災状況

災害名：台風17号

年月日：平成8年9月22日

被害状況：一部破損 28戸
床上浸水 32戸

床下浸水 201戸

被災家屋合計 261戸

木更津港海岸背後の木更津市街地では、高潮による浸水被害が度々発生してい
ることから、浸水被害の軽減を図る必要がある。



３．社会経済情勢等の変化
P 8

撮影場所：旧木更津市役所脇の船溜まり付近

＜参考＞木更津市ＨＰより

木更津港における津波による最大潮位

・観測地点名 吾妻排水機場

・観測時刻 17時46分

・最大潮位 A.P +3.78m

平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、

木更津港で津波を観測し、船の転覆や乗り上げ、越水による道路への浸水が発生。



木更津市

・木更津市は、東京湾アクアライン、館山自
動車道、首都圏中央連絡自動車道（圏央道）
の結節点となるなど、アクセス性に優れている。

・近年は、大型商業施設、ニュータウン等の
整備が進められており、人口流入、地価上昇
が好調な地域である。

・木更津港周辺は「パークベイプロジェクト」と
して、臨海部に集客施設を誘致し、新たな賑
わいの空間をつくるとともに、海と木更津駅を
結ぶ周辺地域の再整備を図るなど、木更津の
顔として魅力あるまちづくりが期待されている。

東京湾アクアライン 大型アウトレットモール

木更津港海岸での高潮対策事業は
必要不可欠である。

３．社会経済情勢等の変化
P 9

パークベイプロジェクト



４．事業の投資効果
P 10

－：海岸保全区域（防護ライン）

：計画高潮位AP+4.1mの浸水想定区域

浸水想定区域

●

●

●
警察署

JR木更津駅

消防署

【高潮】
浸水面積  320ha
浸水域内人口  9,802人
浸水域内家屋  5,901棟
浸水域内事業所 908棟
想定被害額   2,847億円

浸水想定区域

● 木更津市役所(駅前庁舎)

事業を実施することにより、計画高潮位AP+4.1mに対する浸水被害の解消を図る。



P 11

４．事業の投資効果（費用便益分析）

●費用及び便益算定の前提
基準年次         ： 令和６年度
事業期間 ： 平成10年度～令和15年度
評価年数         ： 供用後50年間（維持管理期間）
社会的割引率 ： ４％

●総便益の算定

●浸水防護便益
●残存価値
●耐震化による復旧節減費

●総費用の算定

●費用便益分析の実施（Ｂ/Ｃ）

社
会
的
割
引
率

総便益の現在価値（Ｂ） 総費用の現在価値（Ｃ）

現在価値の算定

○費用便益分析フロー図

●事業費

●維持管理費 （事業費の０．５％／年）

海岸事業の費用便益分析指針
（改訂版） 平成16年6月R6.2一部変更

農林水産省 農村振興局 水産庁
国土交通省 河川局 港湾局 他

港湾整備事業の費用対効果分析
マニュアル 令和6年6月

国土交通省 港湾局

デ
フ
レ
ー
タ
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４．事業の投資効果（費用便益分析B/C）

便益（B）
浸水防護便益 残存価値

耐震化復旧節減費
総便益

費用便益比

（B/C）

6.4

860億円 11億円 870億円

費用（C）
事業費 維持管理費 総費用

129億円 8億円 137億円

全体事業の評価

便益（B）
浸水防護便益 残存価値

耐震化復旧節減費
総便益

費用便益比

（B/C）

12.6

860億円 4億円 864億円

費用（C）
事業費 維持管理費 総費用

63億円 6億円 69億円

残事業の評価

（平成10年度～令和15年度）

（令和7年度～令和15年度）

※上表の値は全て、社会的割引率を考慮した換算値を示す。



P 13

４．事業の投資効果（費用便益分析B/C）

※上表の値は全て、社会的割引率を考慮した換算値を示す。

前回再評価（R１） 今回評価 備 考

・海岸事業の費用分

析指針（改訂版）
平成１６年６月版

平成１６年６月版

令和６年２月 一部変更

・基準年次 令和元年度 令和６年度

・供用予定年次
令和１６年度

(平成４６年度)

令和１６年度

(平成４６年度)
変更なし

・分析対象期間 供用後５０年間 供用後５０年間

・総便益（Ｂ） ４８３億円 ８７０億円
最新のマニュアルに基づき、各種資産
の評価単価を更新したところ、便益が
増加。

・総費用（Ｃ） １０９億円 １３７億円

・Ｂ／Ｃ ４．４ ６．４

■Ｂ／Ｃの比較

■事業費の比較

前回再評価（R１） 今回評価 備 考

・事業費 １０１億円 １０１億円 変更なし

うち用地補償費 ― ―

○前回再評価との比較



５．コスト縮減
P 14

○詳細設計の中で新工法の検討を行い、コスト縮減及び
工期の短縮を図る。

○事業を進める中で陸閘の統廃合を図り、維持管理コストの
低減に努める。



６．対応方針（案）
P 15

○木更津港海岸 木更津地区では、高潮による度重なる浸水被害を
 受けている。

○平成23年3月11日の東日本大震災では、木更津市沿岸部にも津波は
 来襲しており、地震や津波対策に対する要請は一段と高まっている。

○今後、背後地には集客施設の誘致が予定されているなど、防護の
 必要性が高まっている。

○高潮に対する天端高不足を解消するとともに、耐震対策を推進し、
 早急に浸水被害からの防護を図る必要がある。

○費用便益比（B/C）は6.4であり、事業の投資効果が見込まれる。

■引き続きコスト縮減と効率化に努める。

事業を継続し、効果の早期発現を目指す
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